
本制度は、自家用自動車を使用する事業所等における交通事故を防止するため、昭和４０年６月の道路交通法改

正により制度化されました。自動車の使用者は、使用の本拠ごとに、自動車の安全な運転に必要な業務を行う責任
者として安全運転管理者を選任しなければならず、選任したときは、公安委員会に届け出なければいけません。

① 乗車定員が１１人以上の自動車を１台以上保有
② ①以外の自動車を５台以上保有

（二輪車は、１台を０．５台と計上）
①②いずれかに該当する事業所は、
安全運転管理者の選任義務があります。

介護サービス事業者教養資料

長 崎 県 警 察

１ 安 全 運 転 の 管 理

● 車両等の使用者の義務（道路交通法74条第１項）
車両等の使用者は、その業務に関して運転される車両等の運転者及び安全運転管理者等その他車両等の運行

を直接管理する者に、道路交通法に規定する安全運転に関する事項を遵守させるように努めなければなりません。

● 安全運転管理者の選任義務（道路交通法74条の３第１項）
自動車の使用者は、安全運転に必要な業務を行わせるため、規定の台数以上の自動車の使用の本拠ごとに、

安全運転管理者を選任しなければなりません。
→ 罰則（安全運転管理者を選任しなかった場合）５万円以下の罰金

安全運転管理者制度とは？

選任基準 安全運転管理者の業務

① 運転者の状況把握
② 安全運転確保のための運行計画の作成
③ 長距離、夜間運転時の交替要員の配置
④ 異常気象時等の安全確保の措置
⑤ 点呼等による安全運転の指示
⑥ 運転日誌の記録
⑦ 運転者に対する指導

２ 交 通 安 全 教 育 車 等 の 活 用 に よ る 安 全 教 育 の 実 施

警察本部交通企画課では、運転シミュレータとして、下記２つの機材を保有しています。

それぞれ参加・体験型の交通安全教育機材ですので、危険予測能力を高めるのに有効です。
資機材を利用した安全教育を依頼する際は、事業所の所在地を管轄する警察署にお申し出ください。

３ 運 転 記 録 証 明 書 を 活 用 し た 運 転 管 理

運転従事者を管理する手段として、自動車安全運転センターが発行する運転記録証明書を活用すれば、運転従
事者の資質を判断する資料として有効です。また、一定数以上申し込みすれば、運転記録証明書の分析資料の提
供を受けることも可能ですので、企業の安全運転管理の適正な推進にも役立ちます。
（お問合せ先 ： 自動車安全運転センター長崎県事務所 095-825-4591)

適切に業務を
実施していな
い場合は
解任命令

を受けること
もあります。

資料８


